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いかに心構えを教えるか

―― はじめに、国土交通大学校の組織に

ついてご説明ください。

馬渡 平成13年の省庁合併に伴って、旧

運輸省の運輸研修所と旧建設省の建設大

学校が統合してできたのが国土交通大学

校です。省庁合併から今年ですでに4年目

を迎えるわけで、もう旧運輸も旧建設もない

のですが、研修については、内容ごと、それ

ぞれの得意分野を受け持っているというか

たちです。旧運輸省の施設としては、千葉

県柏市に柏研修センターがあり、ここでは物

流、観光、鉄道などの分野の研修を行って

います。こちらは全国一本ですが、旧建設

省の施設の方は大学校本校と全国に9つ

のブランチがあります。東京都小平市に所

在し、武蔵野の森の面影が残る施設が、本

校です。小平本校と柏研修センターで年間

7,000人、7万人日。ブランチで年間8,000人、

5万人日の研修を行っています。本日は、小

平の本校の研修を中心にお話ししたいと思

います。小平には、国土交通大学校本校の

ほか、陸上自衛隊小平学校、警察大学校と

一つの敷地に三つの大学校※1があります。

常に多く、その方々をどうするかが目下の

検討課題のひとつです。

―― 本校と地方の研修所との役割分担

はどのようになっているのでしょうか。

馬渡 国土交通省には、全国8つの整備局

と北海道開発局があり、それぞれに研修所

があります。任用で主任、係長、課長になる

たびに新しい仕事を覚えなければなりませ

んが、それについては、各地方研修所で約

1週間の研修を行っています。一方、小平に

ある本校では、選抜型の研修を行っていま

す。将来、地方の整備局を引っ張っていく

人たちを送り込んでいただくわけで、研修で

は知識の面のみならず、心構え、認識、価値

観、理念といった精神面も重視するようにし

ています。ただ、言うは易しで、それがなかな

か難しい。民間の教育機関なら、モチベー

ションを持っている人が自らお金を払って学

びに来ますが、われわれのもとには公務で来

ているわけで、その人たちのモチベーショ

ンをいかに高めるか、それが第一の課題と

なります。例えば、開校式のとき学校長は、

単なる挨拶だけでなく、心構えも話すのが、

ここの長い伝統です。「学びて時にこれを

習う、亦た喜ばしからずや」、これは『論語』

国土交通大学校長

馬渡五郎 氏

戦後、陸軍経理学校の敷地が分割されて

入ったものです。敷地は全体で32ヘクター

ルあり、うち6ヘクタールを、現在われわれが

使用しています。昭和24年に地理調査所

（現在の国土地理院）技術員養成所が置

かれ、測量の研修を始めました。これは、戦

前に陸軍の陸地測量部の修技所が担って

いた測量技術者養成を引き継いだものであ

ると言えます。昭和32年からは建設研修所

となり、建設省全体として研修を行うように

なりました。

戦前の測量部の沿革をお話ししましたの

は、本校は単に役所の研修所の機能だけ

ではなく、専門学校的な、測量に関する専門

家の養成施設としての性格を併せ持つ理

由を説明するためで、ここで測量に関する

1年間の研修を受けた方には、測量士補※2

の資格を与えることになっています。

―― 研修の対象者の範囲は、どのように

設定されているのですか。

馬渡 国土交通省の職員のほか、地方公

共団体の職員の方々です。一応、地方公

共団体は、都道府県または政令指定都市

までという仕切りで、市区町村の方はお呼

びしないことになっていますが、希望者が非

確固たるモチベーションと
万象の声を聞く姿勢

公務員の仕事のあり方が大きく変わろうとしている。

新たな時代に対応する公務員を養成する研修とはどのようなものか。

国土交通省の職員や地方公共団体の職員などを対象とする

総合的な研修機関である国土交通大学校長・馬渡五郎氏にうかがった。
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※1 大学校：省庁など国の行政機関の付属機関として置かれる文教施設。学校教育法の定める大学には含まれない。
※2 測量士補：技術者として基本測量および公共測量に従事する資格。測量士と測量士補の違いは、測量士の場

合は測量作業だけでなく、測量作業の主任者として測量計画作成まで担当できるのに対して測量士補は、測量
士の作成した計画に従って行う実際の測量業務に限定される。
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にある孔子の言葉ですが、最初からそういっ

た言葉を入れながら訓示する習いです。ま

た、教え方も工夫しなければなりません。一

本通行の座学は、学ぶ側のモチベーション

が高ければ、効率的な方法です。地方研修

所における技術面の研修についてはそれ

でよいとしても、心構えや価値観ということ

になると、座学では十分な効果は望めませ

ん。そのため、課題を与えて自分で意見を

まとめさせる。あらかじめ本を渡して、それ

をもとに講座を進める、全員で討議する。自

己啓発型研修でも能力開発を行うのです。

そのような多様な方法で、公務員としての

心構え、理念を植え付けることを、本校の研

修の大きな目的のひとつとしています。

本校における研修のもう一つの特色は、

本省職員の研修です。かつての霞ヶ関の

伝統では、国家公務員のⅠ種、Ⅱ種、Ⅲ種とい

う採用区分のうち、「キャリア」と呼ばれるⅠ

種については、入省時の研修だけはする

が、あとは自分でやれ、という扱いでした。

要するに、私を含め、ここの歴代の校長にし

ても、役所に入ってからの研修、当時は2カ

月間研修でしたが、それ以降は、全く研修

を受けないまま校長に就任していたのです。

それについては、Ⅱ種やⅢ種採用の職員は

実務にあたる機会が多いことから、キャリアッ

プの際、きちんと教えておかなければならな

い。そういった説明も成り立つでしょうが、は

たから見れば、やはりおかしな慣習だった

と言えるでしょう。しかし、今や世の中の変

化が激しくなったこともあり、Ⅰ種採用の職

員に対する研修も行うようになっています。

例えば先般、本省の職員に対する研修

のため霞ヶ関へ財務諸表について、「出前

講座」を行いました。りそな銀行、日本道路

公団等で、財務諸表の知識が問題になっ

ているので、それに関する研修を実施した

のです。午前10時から午後6時近くまで通

しで行い、その間、どうしても外せない業務

があれば、静かに出ていき、終えたらまた静

かに戻ってください、という集中的な研修で

したが、数多くの本省職員が出席し、かつ、

熱心でした。高い研修需要があると思いま

した。研修生の満足と研修の効果の確保

が両立するよう努めています。

―― 国土交通省には大勢の職員がい

て、業務も多岐にわたりますが、研修の内容

はどのように絞り込んだのでしょうか。

馬渡 すべての業務に対応するのが原則

です。新しい業務を始めるとき、教えなけれ

ばならないことはありますが、われわれは、

それを研修で教えるべき内容だとは思って

いません。通達の説明を1行ずつ行う。それ

は研修ではなく、業務連絡として行ってくだ

さい、とお願いしています。

―― 業務と研修の境界はどのように設定

されているのでしょうか。

馬渡 河川工学にしても、契約にしても、実

務の根は学生時代に習ったことが多いので

すが、10年、20年も経つと、法律や学問の体

系が大きく変わってしまうことがあります。契

約で言えば、かつては和議法だったが、そ

れが民事再生法に変わった。請負業者が、

再生法の手続きに入った。その場合の役所

の書式の変更、パソコンの入出力の変更等

は業務の流れで教えます。なぜ民事再生

法に変わったのか、そのメリット、デメリットを

教えるのが研修です。研修では、そのような

深い知識のリニューアルを行います。

公務員に人気のある講座

―― 具体的な研修の内容はどのようなも

のですか。
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ナーに行くと分かるのですが、一般の企業

にお勤めの方は、組織論に対する興味、関

心が強いようです。安岡正篤さんの本など

が目立つところに並んでいたり、関連する

ノウハウ物が豊富であったりする。忖度す

るに、民間企業の場合、大企業でも5年間ほ

ど同じセクションにいることが多く、ましてや

中小企業、零細企業ともなれば、数十年間、

同じ上司、部下と付き合うことになるため、

職場における人間関係が重大な問題にな

るということなのでしょう。一方、公務員の世

界は、2年か、長くても3年くらいで部署を

転々とするため、人間関係についてのノウ

ハウはそれほど必要とされず、その代わり、

コミュニケーションや説得の技術などに興味

や関心が集中しています。なぜそれが分か

るかと申しますと、われわれは講座ごとに成

績を評価していますが、それらに関する講

座については、明らかによい点数が出るの

です。おそらく、そこにはかつてのように公

共事業をしさえすれば喜ばれると

いう時代ではなくなってきていると

いうことが影響しているのでしょう。

住民なり、納税者なりに事業の必要

性を理解していただかなければな

らない。そういった時代を迎え、ど

のような話し方をすればよいか、そ

れが研修生のニーズになっている

のだろうと分析しています。

―― 近年、行政手続法、情報公

開法、政策評価法など法整備が進

み、あるいは公会計やPFIの導入

など行政の仕事が大きく様変わり

しつつあります。その対応はどのよ

うにされていますか。

馬渡 研修の内容については、毎

年大幅に見直しています。例えば、

ご指摘のうち、政策評価について

馬渡 研修体系は内

容に応じて政策研修な

どの総合課程、専門課

程、特別課程の三つに

分けていて、国土交通

省で一般に行っている都市行政、海運、港

湾、航空などの講義をしています。特別課

程は、恒常的なコースではなく、省庁統合と

か、民営化のように数年間だけ行うコース

です。

講座の組み方としては、国土交通行政に

関わるもの、例えば「河川構造物」、「河川設

計」、「道路構造」、あるいは「契約事務」な

ど、コース設定をして、関連するコマ（90分

単位）を埋めていきます。その中に、一般教

養のコマをいくつか、「トッピング」のように入

れるのです。トッピングはニーズに合った内

容にすることが大切です。公務員の場合、

人気のある講座は民間企業の方々とはや

や異なります。大きな書店の自己啓発のコー

言えば、3年前からコースを設けています。

「公会計」は、数コースあります。その他、「ア

セス」、「NPO」、「民営化」、そういった講座

を一コマものとして入れていますが、その

際、研修生のモチベーションを把握しながら

入れることが大切です。そうでなければ、よ

いテキストを用意して、最高だと思われる講

師を充てたにもかかわらず、講座の成績で

は点数が出ないという結果になります。そ

れは、決して研修を受けた人の理解力のレ

ベルが低いのではなく、モチベーションに欠

けていたということです。民間の教育機関

で自費で学ぶ人は、自分で主体的に学習

内容を選択するわけですが、われわれの場

合、公務で選抜するわけで、どのような研修

生が来ているか、よく見極めながら、ニーズ

を汲まなければなりません。河川技術の担

当者が来る研修であれば、「河川構造物」

を入れるのはよいとして、一コマもので「PFI」

を入れるか否かを検討するときは、対象者

の資質などを十分に考慮するようにしてい

ます。

ちなみにPFIについては今、悩んでいる

ところです。というのは、本格的な実施例が

少ない。本来のPFIは、ただ建物をつくるだ

けでなく、その後の管理を民間なりに任せ

ることのはずですが、国が前払いする請負

契約ではなく、当面、国費を使わず、民間の

資金に頼って建てて、出来上がったら国で

引き取る。そういうPFIの現状で、研修コー

スを組めるのか躊躇します。

―― いずれにせよ新しい知見が増えてく

ると、教官を確保する難しさが出てくるので

は。

馬渡 冒頭でご説明したように、ここは専

門学校的な養成施設でもありますから、そ

の部門は法律上、専任教員が必要という制

約が課せられています。現在、総合課程選

談論風発
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抜研修については、7割以上が大学教授な

どの外部講師ですし、専門研修もすでに5

割が外部講師ですので新しい知見に即応

できていると思っています。内部講師には、

一定の制約があります。公務員というのは

知見は新しく、その分野についてはスペシャ

リストですが、教え方、話し方については、

大学や民間の教育機関の先生方のように

競争にさらされ、鍛えられているわけではあ

りませんから。

万象の声を聞く

―― 今後の課題についてうかがいたい

と思います。

馬渡 一つは研修内容の向上です。教官

の話し方について工夫する。特に導入部

の引き付けが重要です。現状、見通しを説

明し、ケース・スタディを用いながら説明す

る。話題の転換にも気を付ける。講義の終

わりに、説明したところで現状や見直しが

説明できることを立証する、ということでしょ

う。テキストづくりについても向上を図るべ

く努力しています。表や流れ図、要するに旧

来のように通達の文章をベタッと貼り付けた

ようなテキストでは困る。中身を図表化して

パワーポイントを使うようなものにしていこう

ということです。その他、この時間で、このレ

ベルまで到達させるといった目標設定など、

民間の教育機関の方法を積極的に取り入

れていかなければならないと思っています。

―― 世の中全体の流れとして、専門職大

学院など社会人を対象とした養成機関が

拡充しつつありますが、研修を一部、アウト

ソーシングされるお考えは。

馬渡 そこは十分考慮しています。例えば、

多くの中央の役所は、外交官として渡航す

る場合、民間の教育施設に研修をお願いし

ています。柏研修センターでも英会話の研

修を行っていますが、国土交通省の職員を

外交官として送り出すための研修は、民間

にお願いしています。その他についても、専

門の民間教育機関の方がうまくやっていた

だけるのであれば、お願いすることに迷い

はありません。自分たちの教育を卑下する

気はありませんが、モチ屋はモチ屋というこ

とはよく理解しているつもりです。とはいえ、

河川構造物等専門技術については、わが

方がモチ屋ですから、大部分は自前で教え

なければならないのです。

―― 世の中の大きな流れとして、労働力

の流動化があります。公費による訓練によっ

て、公務員が民間に転じる上で役に立つと

いうこともあるのでしょうか。

馬渡 公費での海外留学の後、キャリアが

民間に転じるといったことも問題になってい

るわけで、組織の業務の向上のための研修

と職員個人のキャリアアップをいかに区別

するかという問題は確かにあります。ただ、

私としては、専門研修の技術マネジメントな

どについて言えば、それを受講すれば、民

間でも十分通用するというレベルの研修を

したいと思いますし、労働力の流動化を視

野におけば、基本的な理念として、民間でも

役立つ研修でよいのだと思っています。

―― 公務員制度についても見直しの議

論が行なわれています。そのような中、公務

員を目指している方へのメッセージをお願

いしたいと思います。

馬渡 これから採用区分も弾力的になって

いくかもしれません。縦割りということでは、

横のつながりもこれまでより柔軟なものになっ

ていくでしょう。また、公務員の世界でも成

果や能力が問われるようになり、試験を受け

て昇進する仕組みが増えていくと思われま

す。そのような新しい人事システムが待ち構

えている。そのような状況の中で、行政の将

来を担う方々に言いたいこと、また、研修を

行っていく上でも訴えたいことは、単に勉強

ができればよいというものではないということ

です。まず、自分が世の中でやりたいミッショ

ン、モチベーションをしっかり持っていただ

きたい。民間企業は、営利の追求という分

かりやすい目標がありますが、行政の成果

は個々の公務員のモチベーションにかかっ

ているのです。さらに、公務員は世の中の

人がすべて正しいという前提で仕事をする

のだということを認識していただきたい。間

違っている人、正しい人がいて、それを判断

するのではない。みんな正しい。その中で

利害調整をしなければならないということで

す。より多数の人たちの意に沿うかたちに

しても、不満を残す人たちは必ず出る。公

務員は、それを前提に仕事をしていくから

こそ、多様な価値観を持たなければなりま

せん。つまり、公務員になってやりたいこと

があることは大切だが、やりたいことをやっ

ていく上では、万象の声を聴く姿勢が大事

になるのです。パブリックサーバントとは、ま

さに国民がどう思っているか、それで仕事

をしていく存在なのです。強いモチベーショ

ンを持ち、かつ、いろいろな人の意見、経済

の動き、社会の動きを取り込める。ぜひそう

いう人に公務員になっていただきたい。そ

して、そのような人が公務員になれば、必ず

伸びます。
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